
今後の財政収支見通し（令和８年度予算を基に機械的に計算）
(単位：億円）

R8 R9 R10 R11 R12

歳　入 A 6,220 5,903 6,015 6,010 6,084

県税・地方消費税清算金・地方譲与税 2,493 2,494 2,498 2,502 2,506

地方交付税 1,918 1,808 1,848 1,873 1,875

県債 592 558 614 594 658

その他の歳入 1,217 1,043 1,055 1,041 1,045

歳　出 B 6,220 5,939 6,100 6,062 6,231

人件費 1,574 1,539 1,583 1,509 1,537

公債費 690 681 684 701 684

投資的経費 996 909 985 973 1,064

その他の歳出 2,960 2,810 2,848 2,879 2,946

C=A-B 0 ▲ 36 ▲ 85 ▲ 52 ▲ 147

D 0 36 85 52 147

C+D 0 0 0 0 0

実質公債費比率（推計）

実質公債費比率（３か年平均） 8.3 8.3 8.4 8.8 9.0

【試算の前提条件】

［歳入］

・県税・地方消費税清算金・地方譲与税

R8予算額を基に、内閣府「中長期の経済財政に関する試算（令和8年7月）」や

将来人口推計等を参考に試算

R9以降の税制変更は考慮していない

・地方交付税 臨財債償還基金費及び地域未来基金費（計104億円）については、R8限りと想定

特別交付税はR8予算同額

・県債 臨時財政対策債は見込んでいない、その他は歳出連動

・その他の歳入 特定財源は歳出に連動。一般財源はR8予算同額（可能なものは個別積算）

［歳出］

・人件費 教職員数は児童・生徒数の推計から試算

退職手当は、段階的な退職年齢引き上げによる影響等を考慮し推計

・公債費 既発債の公債費に、今後の県債発行見込みに伴う公債費を加算

・投資的経費 可能なものは個別積算、その他はR8予算同額

・その他の歳出 可能なものは個別積算、県税交付金は税収連動、その他はR8予算同額

区　　分

財政調整基金等取り崩し
特例的な県債の発行など

要調整額

差　　引


